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運 営 業 務 委 託 契 約 書  

 

１  事 業 名   柏 市 清 掃 工 場 長 期 責 任 委 託 事 業  

 

２  事 業 場 所  千 葉 県 柏 市 船 戸 山 高 野 ５ ３ ８ 番 地  

 

３  契 約 金 額  委 託 費  金 ● 円  

（ 内 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 の 額    

金 ● 円 ）  

固 定 費  金 ● 円  

（ 内 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 の 額    

金 ● 円 ）  

変 動 費  金 ● 円  

（ 計 画 搬 入 量  ６ ０ ， ０ ０ ０ t /年 ）  

（ 内 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 の 額    

金 ● 円 ）  

変 動 費 原 単 位  金 ● 円 /ｔ  

（ 内 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 の 額    

金 ● 円 ）  

た だ し ， 裏 面 の 約 款 に 定 め る 条 項 に よ り 変

更 さ れ 得 る 。  

 

４  契 約 期 間  本 契 約 の 効 力 発 生 日 か ら 裏 面 の 約 款 に 定 め

る 日 ま で  

 

５  契 約 保 証 金  ● 円  

 

６  支 払 条 件  裏 面 の 約 款 に 記 載 の と お り  

 

上 記 事 業 に つ い て ， 発 注 者 及 び 受 注 者 は ， 各 々 対 等 な 立 場

に お け る 合 意 に 基 づ い て ， 裏 面 の 約 款 に 定 め る 条 項 に よ る 契

約 を 締 結 し ， 信 義 に 従 い ， 誠 実 に こ れ を 履 行 す る も の と す

る 。  

な お ， こ の 契 約 は ， 柏 市 清 掃 工 場 基 幹 的 設 備 改 良 工 事 及 び

運 営 事 業 に 係 る 工 事 請 負 契 約 の 締 結 に 係 る 議 案 が 柏 市 議 会 令

和 ５ 年 第 ● 回 定 例 会 （ 以 下 「 議 会 」 と い う 。 ） の 議 決 を 得

て ， 当 該 契 約 が 発 行 し た と き に 効 力 が 生 じ る も の と す る 。 当

該 契 約 の 効 力 が 生 じ な い た め に こ の 契 約 の 効 力 が 生 じ な い こ

と を 原 因 と す る 損 害 の 賠 償 に つ い て は ， 発 注 者 は そ の 責 任 を

一 切 負 わ な い 。  

  



 

 

こ の 契 約 の 成 立 を 証 す る た め ， 本 書 ２ 通 を 作 成 し ， 当 事 者

記 名 押 印 の 上 ， 各 自 １ 通 を 保 有 す る 。  

 

令 和 ５ 年 ● 月 ● 日  

 

 

 

千 葉 県 柏 市 柏 五 丁 目 １ ０ 番 １ 号   

発 注 者    柏 市  

柏 市 長    太  田  和  美   印  

 

 

                

受 注 者       

                印  
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柏市清掃工場基幹的設備改良工事及び運営事業 

約   款 

 

柏市（以下「発注者」という。）と株式会社●●（以下「受注者」という。）

は，処理対象物の処理を行う本施設の基幹的設備改良工事及び運営事業（設計・

施工業務，統括マネジメント業務，受付，運転，ユーティリティの確保，日常点

検，定期点検，部品等の調達及び補修等並びにこれらに付随する業務を行う事業

であり，以下「本事業」という。）に関し，運営業務委託契約（以下「本契約」

という。）をここに締結する。発注者及び受注者は，本契約とともに，入札説明

書等に定める事項が適用されることをここに確認する。 

 

第１章 総則 

 

 （目的） 

第１条 本契約は，発注者及び受注者が相互に協力し，本事業を円滑に実施する

ために必要な一切の事項を定めることを目的とする。 

 

 （定義） 

第２条 本契約において，用語の定義は，本契約の前文及び本文に示すほか，別

紙１（用語の定義）に定めるとおりとする。 

 

 （本件業務の委託） 

第３条 発注者は，受注者に対し，本契約に基づき，本件業務を委託し，受注者

はこれを受託する。受注者は，本件業務以外の業務に従事してはならない。 

２ 受注者は，本契約等で定められた範囲内において，人員配置，運転方法，使

用機材，薬品，補修等を自らの裁量により決定し，発注者に報告を行い，本件

業務を行うことができる。 

 

 （事業期間，事業準備期間） 

第４条 本件業務の事業期間は，本契約の効力発生日から令和２４年３月３１日

までとし，令和６年４月１日を運営開始日とする。 

２ 本契約の効力発生日から運営開始日の前日までの期間は，本施設の既存の運

転事業者（以下「既存運転事業者」という。）から円滑に業務を引き継ぐため

に必要な準備を行う事業準備期間とし，受注者は，本契約等に従い，本施設の
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人員の確保及び訓練等を実施するものとする。 

 

 （再委託） 

第５条 受注者は，本件業務の全部又は一部を，発注者の事前の承諾なく，第三

者に再委託することはできないものとする。本件業務の全部又は一部を委託す

る場合には，構成企業に委託する場合を除き，あらかじめ，発注者の書面によ

る承諾を得なければならないものとする。 

 

 （指示監督等） 

第６条 発注者は，本契約の履行について必要があるときは，受注者に対し，指示

監督することができる。 

２ 発注者は，必要があると認めるときは，受注者に対して本件業務の実施状況

について調査，若しくは報告を求め，又は受注者の事務所その他本件業務の実

施場所に立ち入ることができる。 

 

第２章 本施設の運営 

 

第１節 総則 

 

 （善管注意義務） 

第７条 受注者は，善良なる管理者の注意義務をもって，本件業務を遂行するも

のとする。 

 

 （関連法令等の遵守） 

第８条 受注者は，本件業務の遂行に当たり，廃棄物の処理及び清掃に関する法

律（昭和４５年法律第１３７号）（以下「廃掃法」という。）その他の法令等

を遵守しなければならない。 

 

 （人員の確保） 

第９条 受注者は，自ら又は本件業務の全部若しくは一部を委託する場合には委

託先をして，運営開始日の前日までに本件業務を遂行するために必要な人員を

確保し，本件業務を遂行するために必要な訓練等の準備を行い，又は行わしめ

るものとする。 

２ 受注者は，本件業務の遂行に必要な有資格者については，自ら又は当該有資

格者を必要とする業務を委託する場合には委託先をして，運営開始日の前日ま

でに確保し，又は確保せしめる責任を負うものとする。 
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３ 受注者は，本件業務の遂行上必要な範囲内において，自ら又は本件業務の全

部若しくは一部を委託する場合には委託先をして，本施設内に本件業務の従事

者を常駐させるものとする。この場合において，受注者は，発注者が要求水準

書に定める事項等を本件業務の従事者に遵守させるものとする。 

 

 （本施設と入札説明書等の不一致） 

第１０条 受注者は，運営開始日から令和７年３月３１日までの期間に限り，本

施設の処理能力及び周辺環境に与える影響について，本施設の現況と入札説明

書等の間に本件業務の遂行に重大な支障をきたすような著しい不一致がある場

合は，その旨を発注者に対して書面により通知することができる。 

２ 前項の通知があった場合において，同項に定める著しい不一致により第１５

条（事業実施計画書等の作成）に従って受注者が提出した事業実施計画書（第

１５条第３項において定義される。）の内容に齟齬が生じ，当該齟齬により受

注者の実施する本件業務に係る費用の増額が必要であることを合理的な資料に

より受注者が説明し発注者が認めたときは，発注者は，その責任と負担におい

て本施設の補修等を行い，当該不一致を解消させること又は委託費の見直しを

することについて，速やかに受注者と協議しなければならない。 

 

 （新技術等への対応） 

第１１条 事業期間中，本件業務に関連して，著しい技術的な革新等により本施

設の機能が向上することが明らかである場合は，受注者は，発注者の提案に基

づき，当該技術革新等に基づく新しい技術又は運営手法等（以下「新技術等」

という。）の本件業務に対する導入の可能性について検討するものとする。ま

た受注者は，自ら発注者に提案して新技術等の本件業務に対する導入の可能性

について検討することができる。 

２ 前項の検討に係る費用のうち，発注者の提案による検討に係る費用について

は，発注者が負担するものとし，受注者の提案によるものであっても，発注者

が合理的と認める費用については，発注者が負担する。 

３ 第１項に基づく検討の結果，作業量の軽減，省力化，作業内容の軽減，使用

する薬剤その他消耗品の使用量の削減等により委託費の減額がもたらされるこ

とを合理的な資料により受注者が説明し発注者が認めたときは，当該新技術等

の導入及び委託費の減額について，発注者及び受注者は協議するものとする。 

４ 前項に基づく協議の結果，新技術等を本件業務に導入することになった場合

の導入費用の負担については，発注者と受注者が協議して定めるものとする。 
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 （許認可の取得等） 

第１２条 受注者は，本件業務の実施に必要な許認可等について，自らの責任と

費用により，運営開始日（運営開始日後に必要となる許認可等については必要

となる日）の前日までに取得するものとし，本契約の終了時又は本件業務の実

施上当該許認可等を必要としなくなる時のいずれか早い時までこれを維持する

ものとする。 

 

 （統括責任者） 

第１３条 受注者は，統括責任者を選任し，その氏名を発注者に通知しなければ

ならない。統括責任者を変更したときも，同様とする。 
２ 統括責任者は，本契約の履行に関し，統括マネジメント業務を行うほか，委

託費の変更，委託費の請求及び受領，第４項の請求の受領，第５項の決定及び

通知並びに本契約の解除に係る権限を除き，本契約に基づく受注者の一切の権

限を行使することができる。 
３ 受注者は，前項の規定にかかわらず，自らの有する権限のうちこれを統括責

任者に委任せず自ら行使しようとするものがあるときは，あらかじめ，当該権

限の内容を発注者に通知しなければならない。 
４ 発注者は，統括責任者がその業務の処理につき著しく不適当と認められると

きは，受注者に対して，その理由を書面により明示し，必要な措置をとるべき

ことを請求することができる。 
５ 受注者は，前項の規定による請求があったときは，当該請求に係る事項につ

いて決定し，その結果の請求を受けた日から１０日以内に発注者に通知しなけ

ればならない。 

 
第２節 統括マネジメント業務 

 
 （統括マネジメント業務） 

第１４条 受注者は，事業期間中，本件業務に関連して，次条に定める事項に加え，

発注者及び工事請負事業者との調整，業務間の調整，技術管理，モニタリング及

び災害時対応等を行い，かかる業務を通じて，本運営業務の質の向上及びコスト

削減に向けた継続的な改善の取り組みを実施するものとする。 

 
 （事業実施計画書等の作成） 

第１５条 受注者は，契約締結後速やかに，事業準備期間における本施設の学習

計画書を提出し，発注者の確認を受けるものとする。発注者は，学習計画書に

ついて，本施設の工事請負事業者，既存運転事業者（以下「施工企業等」とい
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う。）及び受注者と協議の上，必要かつ合理的と認めるときは，その補足，修

正又は変更を求めることができる。この場合において，受注者は，かかる求め

に応じ，学習計画書の補足，修正又は変更を行い，速やかに，補足，修正又は

変更をした後の学習計画書を発注者に提出し,その確認を受けなければならない

ものとする。 

２ 受注者は，学習計画書に基づき，本施設の視察及び書類確認を実施するもの

とする。なお，発注者及び受注者は，本施設の視察日において，施工企業等

と，視察内容及び視察時間について確認をするものとする。また，受注者が本

施設を視察する際の安全管理の責任は受注者が負い，施工企業等に故意又は重

過失ある場合を除き，視察中の事故等について施工企業等の責任を何ら追及し

ないものとする。 

３ 受注者は，運営開始日の６０日前までに，事業期間におけるライフサイクル

での本施設の運転維持管理の考え方（以下「運転維持管理の考え方」とい

う。）並びに運営開始後初年度における運転維持管理業務に係る運転マニュア

ル，運転維持管理計画書，補修計画書及び財務計画書（全てを含めて以下「年

度事業実施計画書」という。）及び事業期間における事業実施計画書（以下

「全体事業実施計画書」という。）を作成し，発注者に提出しその確認を受け

るものとする。発注者は，運転維持管理の考え方及び各事業実施計画書につい

て，補足，修正又は変更が必要な箇所を発見した場合には，その受領後２０営

業日以内に受注者に対し適宜指摘するものとする。この場合において，受注者

は，発注者と協議の上，当該指摘事項につき，運転維持管理の考え方及び各事

業実施計画書の補足，修正又は変更を行うものとし，運営開始日の３０日前ま

でに，補足，修正又は変更をした後の運転維持管理の考え方及び各事業実施計

画書を発注者に提出し，その確認を受けなければならないものとする。 

４ 受注者は，事業期間中の毎事業年度の１２月末日までに，運転維持管理の考

え方及び年度事業実施計画書に基づき，翌事業年度における年度事業実施計画

書及び翌事業年度から運営期間が満了する日までの期間における全体事業実施

計画書を作成し，発注者に提出するものとする（ただし，発注者の次年度予算

に影響する事項に関するものは毎事業年度の７月末日までに提出するものとす

る）。発注者及び受注者は，提出された各事業実施計画書に基づき本施設の運

転維持管理の方法について協議するものとする。この場合において，発注者は

受注者による本施設の運転維持管理の状況及び提案書類との整合を確認し，必

要に応じて運転維持管理の考え方及び各事業実施計画書を本施設の現状及び提

案書類の内容に即して説明，補足，修正又は変更をするよう求めることがで

き，受注者は，かかる求めに応じ，運転維持管理の考え方及び各事業実施計画

書の説明，補足，修正又は変更を行うものとし，当該事業年度の８月末日まで
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に，説明，補足，修正又は変更をした後の運転維持管理の考え方及び各事業実

施計画書を発注者に提出し，その確認を受けなければならないものとする。こ

の場合において，発注者の確認を受けた運転維持管理の考え方は，当該事業年

度の翌事業年度から適用されるものとする。 

５ 発注者は，前２項に定める場合のほか，随時，受注者による本施設の運転維

持管理の状況及び提案書類との整合を確認し，必要に応じて運転維持管理の考

え方及び各事業実施計画書を本施設の現状及び提案書類の内容に即して説明，

補足，修正又は変更をするよう求めることができ，受注者は，かかる求めに応

じ，発注者と協議の上，運転維持管理の考え方及び各事業実施計画書の説明，

補足，修正又は変更を行うものとし，速やかに，説明，補足，修正又は変更を

した後の運転維持管理の考え方及び各事業実施計画書を発注者に提出しその確

認を受けなければならない。 

６ 発注者は，ごみ処理施策の変更等の事由により，本施設の一部の運転を工事

運営期間及び運営期間内に停止し，点検し，又は補修等を行う必要がある場合

は，受注者にその旨を通知し，協議の上，自らの費用と責任において当該施設

の一部を停止し，点検し，又は補修等を行うことができるものとする。この場

合において，受注者は，当該変更により，運転維持管理の考え方及び各事業実

施計画書を修正し，又は変更する。 

７ 受注者は，各事業実施計画書に基づき，本件業務を実施するものとする。 

８ 発注者が，各事業実施計画書に基づき本件業務が行われていないと合理的に

判断した場合は，発注者は受注者に説明を求めることができ，受注者は誠実に

これに対処する義務を負うものとする。 

 
第３節 本施設の運転，ユーティリティの調達及び日常点検 

 

 （消耗品及び部品等の使用） 

第１６条 発注者は，受注者に対して，本件業務を行うに際し，発注者の定める手

続に従い，運営開始時に残存する消耗品等を無償で貸与するものとする。 

  

 （廃棄物の受入） 

第１７条 発注者は，発注者が収集する可燃ごみ（以下「可燃ごみ」），発注者

が収集する粗大・不燃ごみ（以下「粗大・不燃ごみ」），柏市内の一般家庭か

ら排出される一般廃棄物で柏市民が柏市長の指定する場所へ搬入するごみ及び

事業活動に伴って生じる一般廃棄物で事業者が柏市長の定める場所へ搬入する

ごみ（以下「直搬ごみ」という。）, 許可業者が搬入するごみ（以下「許可ご

み」という。）,し尿汚泥及び粗大ごみ処理施設等からの可燃・不燃残渣（以
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下，「可燃・不燃残渣等」という。）並びに近隣市との協定に基づいて搬入さ

れる一般廃棄物及び災害時に搬入される一般廃棄物等（以下「災害ごみ」とい

う。）（以下，可燃ごみ，粗大・不燃ごみ，直搬ごみ，許可ごみ，可燃・不燃

残渣等及び災害ごみを総称して「本件廃棄物」という。）について，本施設内

の受注者によりあらかじめ指定され，発注者が承認した場所に搬入させるよう

努めるものとする。発注者は，本件廃棄物以外の廃棄物につき，受注者との協

議の上，搬入し，又は搬入させることができるものとする。 

２ 受注者は，本施設の受入設備において受入可能な量の本件廃棄物を受け入れ

るものとする。 

３ 受注者は，本件廃棄物が本施設の受入設備において受入可能な量を超えた場

合は，発注者に書面により報告するものとし，自らの費用と責任において，受

入可能な量を超えた本件廃棄物を発注者の指定する代替施設に搬入し，これを

処理するものとする。この場合において，受注者は，本件廃棄物が本施設の受

入設備において受入可能な量を超えた原因が受注者の責めに帰すべき事由以外

の事由に基づくことを合理的な資料により説明し発注者が認めたときは，発注

者に対し，代替施設への搬入及び当該代替施設における処理に関し受注者が支

出した費用を請求することができるものとする。 

４ 工事運営期間においては，工事計画（工事請負事業者が発注者に提出しその

確認を得た基幹的設備改良工事に係る計画をいう。）に起因して本施設の受入

設備において受入可能な量を超えると発注者が認める本件廃棄物に限り，前項

の規定にかかわらず，発注者の費用と責任において代替施設に搬入し，これを

処理するものとする。ただし，受注者は可能な限り本施設において本件廃棄物

を受け入れるよう努めるものとする。 

５ 第３０条（環境計測）に基づく発注者又は受注者の環境計測により，本件廃

棄物が計画性状の範囲を満たさないことが確認された場合は，当該確認がなさ

れたときから，次に発注者又は受注者の環境計測により本件廃棄物のごみ質の

確認がなされるまでの間における，受注者が受け入れる本件廃棄物の取扱い

は，次の各号に定めるとおりとする。 

(1) 本件廃棄物の処理が本施設に悪影響を及ぼすもの又は本件廃棄物を処理す

ることにより要求水準書に規定する要監視基準値及び公害防止条件を満たさ

なくなるものと受注者が合理的に判断し，市の承諾を得た場合には，受注者

は本件廃棄物の本施設への受入れを拒絶することができるものとする。 

(2) 前号に従い，受注者が当該本件廃棄物の受入れを拒絶した場合は，発注者

がその費用と責任において当該本件廃棄物を処理するものとする。 

(3) 本件廃棄物が本施設に悪影響を及ぼすものではなく，かつ，本件廃棄物を

処理しても要監視基準値及び公害防止条件を満たすものと受注者が合理的に
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判断した場合は，受注者は自らの費用と責任において当該本件廃棄物を処理

するものとする。ただし，当該本件廃棄物を処理するために追加の費用が生

じる場合には，追加費用額の負担については，事前に発注者及び受注者にお

いて協議するものとし，事前に協議できなかったことを受注者が合理的に説

明した場合は，事後に発注者及び受注者において協議するものとする。 

６ 第３０条（環境計測）に基づく発注者又は受注者の環境計測により，本件廃

棄物が計画性状の範囲を満たさないことが確認された場合において，本件廃棄

物を処理することにより要監視基準値及び公害防止条件を満たさなくなるおそ

れがあるときは，発注者及び受注者は，対応策について協議を行うものとす

る。 

７ 受注者は，発注者の承諾なしに本施設に本件廃棄物以外の廃棄物を受け入れ

てはならない。 

 

 （処理対象物の処理） 

第１８条 発注者は，市民等に対して啓発等を行い，本件廃棄物の性状が要求水

準書に規定する計画ごみ質に近い品質を確保するよう努めるものとする。 

２ 受注者は，受け入れた処理対象物を要監視基準値及び公害防止条件を遵守し

処理するものとする。 

３ 要監視基準値及び公害防止条件並びにこれらに係る計測対象項目は，要求水

準書に規定するとおりとする。 

 

 （処理困難物） 

第１９条 発注者は，市民等に対して啓発等を行い，本件廃棄物への処理困難物の

混入を未然に防止するよう努めるものとする。 

２ 受注者は，本件廃棄物に混入した処理困難物については，当該本件廃棄物を

本施設の受入ピットに投入する前に，目視による確認により可能な限り取り除

くよう努めるものとし，受入ピットに投入した後であっても，処理困難物を選

別し排除することが可能であるときは，受注者は当該処理困難物の排除を行う

よう努めるものとする。この場合において，目視による確認方法の詳細につい

ては，運転マニュアル（第１５条（事業実施計画書等の作成）第３項から第５

項までの規定に基づき受注者が作成し，発注者に提出しその確認を受けたもの

をいう。以下同じ。）による。 

３ 受注者は，前項により排除した処理困難物を本施設内の発注者の指定する保

管設備に貯留するものとする。当該処理困難物は，発注者が，発注者の費用と

責任で搬出し，処分，再商品化又は再資源化を行うものとし，受注者はこれに

協力するものとする。 
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４ 処理困難物の混入が原因で本施設に故障等が生じ，当該故障等の修理のため

に費用が発生するときは，受注者がその費用を負担する。ただし，受注者が善

良なる管理者の注意義務を尽くしても当該処理困難物を排除することができな

かったことを合理的な資料により受注者が説明し発注者が認めたときは，発注

者が当該費用を負担するものとする。 

５ 本契約において，処理困難物とは，要求水準書において規定するものとす

る。ただし，要求水準書に規定されていない内容及び品目であっても，受注者

が本施設での処理が困難又は不適当である旨の申立てを行い，発注者がこれを

承諾したものは，処理困難物に含まれるものとする。 

 

 （焼却灰等の取扱い） 

第２０条 本施設において，処理対象物の処理によって発生する焼却灰等の取扱

いは，入札説明書等に定めるところに従うものとする。 

２ 焼却灰等が，要求水準書に規定する公害防止条件を達成しないときは，受注

者は，自ら費用を支出して，これを適正に処理するものとする。この場合にお

いて，受注者が，受注者の責めに帰すべき事由以外の事由により当該基準を達

成しないことを合理的な資料により受注者が説明し発注者が認めたときは，受

注者は，発注者に対し，自らが支出した焼却灰等の処理に係る費用を請求でき

るものとする。 

３ 焼却灰等が要求水準書に規定する公害防止条件を達成しないことの原因の究

明については，受注者は，自らが費用を負担することにより，専門的知見を有

する者の助言を受けることができるものとし，発注者は必要に応じ，自らが費

用を負担することにより，専門的知見を有する者の助言を受けることができる

ものとする。 

 

 （エネルギーの取扱い） 

第２１条 受注者は，要求水準書及び提案書類に従い，本施設の運転により生じた

蒸気を利用して，熱回収及び発電を行うものとする。 

２ 受注者は，回収したエネルギーについて，要求水準書及び提案書類に従い，

柏寿荘に対して温水及び電力を供給するものとする。 

３ 受注者が回収したエネルギーのうち，前項に規定する柏寿荘への供給を除い

たエネルギー（以下「余剰エネルギー」という。）は発注者に帰属するものと

する。発注者の余剰エネルギーの利用に対して，受注者は発電計画の提出，ノ

ンファーム型接続に係る出力抑制への対応等の必要な協力を行うものとする。 
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 （ユーティリティの確保） 

第２２条 受注者は，本件業務を実施するために必要な電力，上水道，燃料及び薬

剤等のユーティリティを自らの責任と費用において調達するものとする。 

２ 電力，上水道及び電話・インターネット回線については，受注者が電力供給

事業者，水道事業者及び電話会社・通信会社からこれらのユーティリティ等を

調達するものとし，受注者は電力料金，水道料金及び電話料金・通信料金の全

額について，当該電力供給事業者，水道事業者及び電話会社・通信会社に対し

て支払うものとする。この場合において，電力料金，水道料金及び電話料金・

通信料金は委託費に含まれるものとし，受注者は発注者に対して一切求償する

ことはできないものとする。 

 

 （日常点検，近隣等対応） 

第２３条 受注者は，本件業務の実施に当たって，本施設の日常点検を行うもの

とし，また，自らの責任において，排ガス，排水その他本件業務によって近隣

等の生活環境に与えるこれらの影響を勘案し，近隣等住民への対応や苦情対応

等を適切に行い，必要な措置を講じなければならない。 

２ 前項の近隣等住民への対応や苦情対応等について，受注者は，発注者に対し

て，事前及び事後にその内容及び結果を報告するものとする。ただし，緊急の

場合等やむを得ない事情により事前の発注者への報告が困難である場合には，

受注者はその措置内容及び結果を事後遅滞なく発注者へ報告するものとする。 

３ 受注者は，事業期間中，近隣等住民及び本件業務に携わる従業員等に対する

安全管理を徹底しなければならない。 

 

第４節 本施設の定期点検，部品等の調達及び補修等 

 

 （定期点検，部品等の調達及び補修等） 

第２４条 受注者は，各事業実施計画書に従い，本施設の定期点検，部品等の調

達及び補修等を行い，本施設が処理能力を発揮できるよう，各設備・機器の機

能を維持するものとする。 

２ 受注者が補修等を行う場合には，軽微な補修等を除き，受注者は，発注者に

対し，当該補修等の開始の６０日前までに，補修計画書を提出し，発注者の確

認を受けるものとする。補修計画書には，当該補修等の内容に応じた対象設備

の確認の手続及び作業完了基準の要領を含むものとする。発注者は，当該補修

計画書について，説明，補足，修正又は変更が必要な箇所を発見した場合に

は，その受領後２０営業日以内に受注者に対し適宜指摘するものとする。この

場合において，受注者は，当該指摘事項につき，発注者と協議の上，説明，補
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足，修正又は変更を行うものとし，補修等の開始３０日前までに説明，補足，

修正又は変更をした後の補修計画書を発注者に提出しその確認を受けなければ

ならない。 

３ 前２項について，緊急の場合等やむを得ない事情により速やかに補修等が必

要であり，事前の発注者への補修計画書の提出が困難である場合には，受注者

は可能な限り事前に発注者への確認を行った上で当該補修等を実施し，措置内

容及び結果を事後遅滞なく発注者へ報告するものとする。 

４ 受注者は，補修等が終了したときは，補修計画書に従って当該設備の確認を

行い，当該補修計画書記載の作業完了基準を満たすことを確認し，発注者に報

告するものとし，発注者は，かかる報告を受けて，補修等の対象設備につき当

該補修計画書と照合して作業完了の確認を行う。 

５ 補修計画書で予定した時期及び項目以外に補修等の必要が生じた場合は，受

注者は，速やかに，補修計画書を修正し，発注者に提出しその確認を受け，自

らの費用と責任において補修等を行うものとする。 

６ 受注者が行った補修等が，本契約等で求める要求性能を満たさない場合又は

補修計画書と異なる補修等を行った場合等の契約不適合があるときには，発注

者は受注者に当該契約不適合の修補を請求することができ，修補により填補さ

れないことその他の損害がある場合には，受注者は発注者に対し，その損害に

ついて賠償するものとする。この場合において，本施設に係る契約不適合につ

いての修補又は修補に代わる損害賠償の請求期間は，第４項に定める発注者の

作業完了を確認した日から２年とする。ただし，その契約不適合が受注者の故

意又は重大な過失により生じた場合には，請求を行うことのできる期間は１０

年とする。 

７ 受注者は，補修等については，必要に応じて竣工図書に反映し，かつ，使用

した設計図，施工図等の書面の写しを発注者に対して提出する。 

８ 第５条（再委託）に定める構成企業以外の第三者への再委託に要する費用を

含め，補修等に係るすべての費用は，発注者から支払われる委託費に含まれる

ものとする。 

 

 （特定調達品の調達） 

第２５条 発注者は，施工企業等との間で，要求水準書に規定する特定調達品に

係る事項を基本合意しており，発注者は，事業期間中，施工企業等をして要求

水準書に記載の事項を遵守せしめるものとする。 

２ 受注者が，施工企業等から特定調達品の調達をしようとする場合において，

施工企業等が提示した取引条件が，発注者が開示した各特定調達品に係る過去

の発注者と施工企業等の取引実績と著しく異なると認めるときは，受注者は，
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発注者に対し，施工企業等にその理由について説明を求めるよう依頼すること

ができる。この場合において，発注者が当該依頼を妥当と認めるときは，施工

企業等に対して当該理由について説明を求めるものとする。 

３ 前２項にかかわらず，受注者は，自らの責任において施工企業等以外の企業

から特定調達品の調達をすることができる。この場合において，受注者は発注

者に対し，施工企業等以外の企業から特定調達品の調達をしても本施設の機能

を維持できることを説明する。発注者は，かかる説明の結果，合理的に必要が

あると認めるときは，特定調達品の調達先を変更するよう受注者に求めること

ができるものとする。 

４ 受注者は，施工企業等が特定調達品の製造を中止することを知った場合は，

本施設の運転維持管理に与える影響を踏まえ，対応方法について発注者に報告

するものとする。 

 

 （臨機の措置） 

第２６条 受注者は，災害防止等のため必要があると認めるときは，臨機の措置を

講じなければならない。 

２ 前項の場合において，受注者は，その講じた措置の内容を発注者に直ちに報

告するものとする。 

３ 発注者は，災害防止その他本施設の運転を行う上で，特に必要があると認め

るとき又は予見不可能な事由が発生したと合理的に判断される場合は，受注者

に対し臨機の措置を講じることを請求することができる。 

４ 前項の規定により受注者が臨機の措置を講じた場合は，当該措置に要した費

用のうち，受注者の責めに帰すべき事由により臨機の措置が必要になったもの

及び受注者が運転経験のある本施設と同種の施設の運転において通常予測でき

る理由により臨機の措置を講じたものについては，受注者がこれを負担するも

のとし，それ以外の事由により臨機の措置を講じた場合の費用は，発注者が負

担するものとする。 

 

第５節 災害時等の対応 

 

 （災害時等における対応） 

第２７条 受注者は，大規模な災害等が発生した場合，発注者の指示に従って本

施設の運転及び維持管理を行うものとする。 

２ 発注者は，大規模な災害等が発生した場合その他特に必要があると認めると

きは，受注者に対して協力を請求することができ，受注者はこれに協力するも

のとする。かかる受注者の協力には，発注者の要請に従い災害ごみを受け入
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れ，処理することも含まれる。 

３ 受注者が前項の規定に基づき協力をした場合は，発注者及び受注者は，当該

措置に要した費用の取扱いについて協議する。 

４ 受注者は，新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえ，受注者及び本施設

の見学者の感染症対策に努めるものとし，緊急事態宣言発令期間等の緊急時に

おいても本施設の安定的な運営が可能になるよう，少人数による運転維持管理

業務の計画策定等を行い，本施設の安定的な稼働の維持に努めるものとする。 

 

第６節 性能未達時の対応 

 

 （性能未達時の対応） 

第２８条 第３０条（環境計測）に基づく発注者又は受注者の環境計測の結果，

要監視基準値が達成されていないこと（以下「要監視基準値未達事態」とい

う。）が判明した場合には，受注者は，別紙２（リスクマネジメント）に定め

るところに従い，速やかに対処するものとする。 

２ 第３０条（環境計測）に基づく発注者又は受注者の環境計測の結果，停止基

準値が達成されていないこと（以下「停止基準値未達事態」という。）が判明

した場合は，受注者は直ちに本施設の運転を停止し，別紙２（リスクマネジメ

ント）に定めるところに従い，速やかに対処するものとする。 

３ 前２項に定めるほか，本施設の事業期間中，公害防止条件の未達，本施設の

不稼働，処理能力の低下又は運転停止（第１５条第６項に基づくものを除

く。）の事態（以下「処理性能未達事態」といい，要監視基準値未達事態及び

停止基準値未達事態と併せて，以下「性能未達事態」という。）が生じた場合

は，受注者は直ちに当該処理性能未達事態に至った原因の分析を行い，発注者

に報告するものとし，当該処理性能未達事態の解消に向けた必要な措置を講じ

るものとする。この場合において，受注者は，発注者の求めに応じ，発注者が

合理的な判断を行うための専門的知見の付与に努めなければならない。 

４ 前３項の場合において，当該性能未達事態の解消のために本施設の補修等が

必要となる場合には，受注者は，第２４条（定期点検，部品等の調達及び補修

等）の定めに従ってこれを行うものとする。 

５ 第２項及び第３項の場合における，発注者の受注者に対する固定費の支払い

については，当該性能未達事態の発生時（第２項の場合は，停止基準値未達事

態の判明時をいう。以下同じ。）から，当該性能未達事態が解消されるまで，

当該性能未達事態の発生により受注者が支払を免れた費用を控除した金額を支

払うものとする。ただし，当該性能未達事態が６０日以上継続した場合又は当

該性能未達事態が６０日を超えるものと発注者が合理的に判断した場合には，
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以降，当該性能未達事態が解消されるまで，固定費の１０％の減額を行う。 

６ 性能未達事態の原因が，受注者の責めに帰すべき事由以外の事由に基づくこ

とについて，合理的な資料により受注者が説明し発注者が認めたときは，受注

者は発注者に対し，前項に基づき減額された金額につき支払を求めることがで

きるものとする。 

７ 第２項及び第３項の場合において，発注者及び受注者は，当該性能未達事態

が解消されるまでの間，本件廃棄物を次の各号のとおり処理するものとする。 

(1) 本施設の受入設備に受入れの余地がある場合は，受注者は最大限受け入

れ，当該性能未達事態が解消されるのを待つこと（以下「仮置保管」とい

う。）とする。 

(2) 仮置保管が不可能な本件廃棄物については，受注者の責任において，発注

者の指定する代替施設に搬入し，これを処理するものとする。 

(3) 性能未達事態が６０日以上継続した場合又は性能未達事態が６０日を超え

るものと発注者が合理的に判断した場合には，発注者は，第１号の定めによ

り，仮置保管している本件廃棄物の処理について，適用ある関係法令等に違

反しない限りにおいて，第三者に委託することができるものとする。 

８ 第５項のほか，各種性能要件の未達成があった場合は，要求水準書別紙８の

規定に基づき委託費を減額するものとする。なお，委託費の減額は，発注者の

受注者に対する損害賠償の請求を妨げるものと解してはならず，委託費の減額

分を損害賠償の予定と解してはならない。 

 

 （性能未達期間中に生じる費用の負担） 

第２９条 性能未達事態が生じた場合は，本件廃棄物の代替施設への搬入及び当

該代替施設における処理に係る費用，性能未達事態の解消のための補修等に係

る費用その他の追加費用は，受注者がこれを負担するものとする。ただし，受

注者が，当該性能未達事態が生じた原因が，受注者の責めに帰すべき事由以外

の事由によることを合理的な資料により説明し発注者が認めたときは，受注者

は，発注者に対し，当該追加費用を請求することができる。 

 

第７節 本施設のモニタリング等 

 

 （環境計測） 

第３０条 受注者は，要求水準書に規定する運転維持管理に係る計測項目事項に

つき，要求水準書に規定する頻度により，環境計測を行うものとする。この場

合において，発注者は，自ら又は第三者に委託することにより，いつでも環境

計測を行うことができる。ただし，発注者は当該環境計測を行うに当たって
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は，本施設の操業及び安全面等で受注者への配慮を行うものとする。 

 

 （発注者によるモニタリング・立入検査） 

第３１条 発注者は，受注者の本件業務の履行状況等を確認するため，本施設内

において適宜受注者に説明を求めることができる。受注者は合理的な理由がな

い限り，これを拒むことができない。 

 

 （業務の報告） 

第３２条 受注者は，第３０条（環境計測）に基づく環境計測の結果その他の運

転維持管理業務の概要及び結果について，日報，月報及び年報，事業実施計画

書の実施状況の報告書並びに市が業務の確認を行うために必要なデータの記録

及び報告書（以下まとめて「実績報告書」という。）の作成及び管理を行い，

発注者に提出する。 

２ 発注者は，実績報告書の内容について，受注者に説明を求めるものとする。

この場合において，発注者は，受注者に対し，追加資料の提出を求めることが

できる。 

３ 第１項の管理に当たり，発注者は自らの費用で，自ら又は第三者に委託する

ことにより，前２項の定めにより受注者から提出される各種資料の記載事項の

妥当性について検証することができる。 

４ 受注者は，作成した実績報告書の副本を本契約の終了時まで保管しなければ

ならない。 

 

第８節 その他の受注者の業務 

 

 （手数料徴収代行業務等） 

第３３条 受注者は，柏市財務規則（昭和５９年柏市規則第４号）その他の関係

法令等に定める手続に従い，直搬ごみの処理手数料徴収事務及び直搬ごみの受

入れに係る受付業務を発注者から受託するものとする。 

 

 （その他付帯業務） 

第３４条 受注者は，受注者の責任と費用において入札説明書等に定めるその他

付帯業務を実施するものとする。 

２ 発注者は，受注者が入札説明書等に定めるその他付帯業務を適切に実施して

いないと判断した場合には，受注者に対して当該付帯業務に関し改善措置を講

じるよう要求することができる。この場合において，受注者は，当該改善措置

につき異議がある場合にはその旨を発注者に伝えるものとし，かかる場合に
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は，発注者及び受注者は当該その他付帯業務の改善措置につき協議するものと

する。 

 

第３章 発注者の義務 

 

 （委託費の支払） 

第３５条 発注者は，工事運営期間及び運営期間中，受注者に対し，本件業務の

対価として委託費を支払う。 

２ 委託費は，固定費及び変動費から構成され，その算出方法は別紙３（委託

費）に記載のとおりとする。 

 

 （支払方法） 

第３６条 発注者は受注者に対し，別紙３（委託費）に定める方法により，委託

費を支払うものとする。 

２ 発注者が本契約に基づいて履行すべき金銭の支払を遅延した場合は，発注者

は，受注者に対して，当該支払うべき金額につき遅延日数に応じ，政府契約の

支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条に基づき財

務大臣が銀行の一般貸付利率を勘案して決定する率を乗じて計算した額を下回

らない額を遅延損害金として支払うために法律上必要な手続きをとるものとす

る。 

 

 （委託費の見直し） 

第３７条 発注者及び受注者は，社会経済状況の変化に応じて固定費及び変動費

の見直しを実施できるものとし，その詳細については，別紙３（委託費）に定

めるとおりとする。 

２ 前項の委託費の見直しは毎年１０月に実施するものとし，見直し後の固定費

及び変動費は，翌年４月分から適用するものとする。 

３ 第１項に規定するもののほか，処理対象物等の処理体系の根本的な変更等の

事態が生じたときは，発注者及び受注者は，速やかに委託費の算出方法及びそ

の支払方法の変更等について協議をするものとする。 

 

 （その他の発注者の義務） 

第３８条 発注者は，要求水準書に規定する発注者の業務を自らの費用負担のも

とに行う。 
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第４章 損害賠償等 

 

 （損害賠償） 

第３９条 本件業務に関連して，受注者の責めに帰すべき事由により，発注者に

損害が生じた場合は，受注者は発注者に対して，自らの費用負担により，生じ

た損害を賠償する義務を負うものとする。 

２ 本件業務に関連して，発注者の責めに帰すべき事由により，受注者に損害が

生じた場合は，発注者は受注者に対して，自らの費用負担により，生じた損害

を賠償する義務を負うものとする。 

３ 受注者は，本事業に伴って生じた不具合に関して，施工企業等に対して責任

を追及しないものとする。ただし，本事業に伴って生じた不具合が，施工企業

等が行った補修等，本施設の契約不適合等によるものであることを受注者が立

証した場合は，この限りでない。 

４ 本件業務に関連して，受注者の責めに帰すべき事由により第三者に損害が生

じた場合，受注者は当該第三者に対して，自らの費用負担により，その損害を

賠償する義務を負うものとする。 

５ 前各項の規定にかかわらず，本施設の工事請負事業者の責めに帰すべき事由

により，受注者に損害が生じた場合においても，発注者は一切の責任を負わな

いものとする。ただし，受注者が当該工事請負事業者に対して損害の賠償請求

等を行うことを妨げるものではない。 

 

 （責任限度） 

第４０条 発注者は，受注者に対して，要求水準書に規定する本件廃棄物の計画

搬入量に基づく委託費総額（固定費と変動費の総額とし，消費税及び地方消費

税の額を加えた金額。）の１００分の１０（以下「責任限度額」という。）を

超えて，本契約に基づく損害賠償債務にかかる権利を行使しないものとする。

ただし，受注者に故意又は重過失ある場合は，この限りでない。 

 

 （契約保証金等） 

第４１条 受注者は，次の各号のいずれかに掲げる保証を付し，契約期間が終了

するまでの間これを維持しなければならない。ただし，第４号の場合は，履行

保証保険契約の締結後，直ちにその保険証券を発注者に寄託しなければならな

い。 

(1) 契約保証金の納付 

(2)  契約保証金の納付に代わる担保となる有価証券等の提供 

(3)  本契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行，発
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注者が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業

に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事

業会社をいう。）の保証 

(4)  本契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契

約の締結 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額，保証金額又は保険金額（第４項において

「保証の額」という。）は，各年度（ただし契約の効力発生日を含む年度から

工事運営期間開始日を含む年度にあっては工事運営期間開始の日を含む年度）

の委託費（固定費と変動費の総額とし，消費税及び地方消費税の額を加えた金

額。変動費は計画搬入量に基づき算出する。）の１００分の１０に相当する金

額としなければならない。 

３ 第１項の規定により受注者が同項第２号又は第３号に掲げる保証を付したと

きは，当該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし，同

項第４号に掲げる保証を付したときは，契約保証金の納付を免除する。 

４ 委託費の変更があった場合は，保証の額が変更後の各年度の委託費（固定費

と変動費の総額とし，消費税及び地方消費税の額を加えた金額。変動費は計画

搬入量に基づき算出する。）の１００分の１０に達するまで，発注者は，保証

の額の増額を請求することができ，受注者は，保証の額の減額を請求すること

ができる。 

５ 受注者が本契約に基づいて発注者に対して損害金，賠償金を支払う場合は，

発注者は，第１項に規定する契約保証金又はこれに代わる担保等をもってこれ

に充当するものとし，なお不足があるときには追徴することができるものとす

る。また，発注者は，かかる充当により減少した保証の額を，受注者に対して

請求できるものとする。 

 

 （保険） 

第４２条 受注者は，事業期間中，自ら又は本件業務に携わる受託事業者（受注

者との直接の契約によりその業務の一部を実施する事業者をいう。）をして，

第三者損害賠償責任保険，労働災害保険，火災保険等の必要な保険に加入し，

又は加入させなければならない。 

２ 受注者は，保険契約の内容について，事前に発注者の確認を得るものとす

る。また，発注者は，自らが指定する保険金給付請求権に発注者を質権者とす

る質権を設定する場合がある。 

３ 受注者は，保険契約を締結した場合には，保険証券の写しを速やかに発注者

に提出する。保険契約を更新した場合も同様とする。 

４ 受注者は，締結した保険契約の内容の全部又は一部を変更する場合には，事
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前にその内容について，発注者の確認を得なければならない。 

 

第５章 不可抗力，法令変更 

 

 （不可抗力による損傷） 

第４３条 暴風，洪水，高潮，地震，地滑り，落盤，火災，争乱，暴動，感染症

その他通常の予想を超えた自然的又は人為的な事象（以下「不可抗力」とい

う。）により本施設が損傷し，受注者が当該損傷の原因が不可抗力であること

を合理的な資料により説明し発注者が認めたときは，発注者は，その責任と費

用において当該損傷の補修等を行うものとする。ただし，第４５条（不可抗力

による負担）第３項に定める範囲で，受注者も当該補修等の費用を負担するも

のとする。 

 

 （不可抗力による義務の履行） 

第４４条 不可抗力により，発注者及び受注者のいずれかが本契約に定める義務

の履行ができなくなった場合には，発注者及び受注者は直ちに相手方にその旨

を通知しなければならない。 

２ 前項の通知が行われた場合は，発注者及び受注者は，当該通知の発送日以

降，当該不可抗力の事由が消滅し，当該義務の履行が可能と合理的に判断され

るときまで，当該義務の履行を免れるものとする。ただし，発注者及び受注者

は，かかる不可抗力により相手方に発生する損害を最小限にするよう努力しな

ければならない。また，受注者は，発注者が当該不可抗力の事由を消滅させ，

当該義務の履行を可能とするための行為を行う場合にはこれに協力する。 

 

 （不可抗力による負担） 

第４５条 不可効力により，発注者若しくは受注者が本契約に定める義務の履行

ができなくなった場合又は本施設に重大な損害が生じた場合は，発注者及び受

注者は速やかにこれに対応するための本契約の変更等について協議を行うもの

とする。 

２ 前項の規定に従って発注者及び受注者において協議が行われている間に，当

該不可抗力の事由が止み，本契約の履行が可能になった場合には，発注者及び

受注者は本契約上の債務を速やかに履行しなければならない。この場合におい

て，発注者及び受注者は原則として前項の協議を続行するものとし，又は合意

によりこれを終了させることができる。 

３ 不可抗力が生じた場合において，本施設につき，損害額及び増加費用額（修

復に要する費用を含む。）の合計額が，一事業年度につき，累計で年間の委託
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費（ただし，第３７条（委託費の見直し）第１項及び別紙３（委託費）による

社会経済状況の変化に伴う改定を考慮し，第２８条（性能未達時の対応）によ

る減額を考慮しない金額とする。）の１００分の１に至るまでは，受注者が当

該損害額及び増加費用額を負担するものとし，これを超える額については発注

者が負担する。当該不可抗力の事由により保険金が支払われる場合は，受注者

の負担額を超えた保険金相当額は，発注者の負担額から控除する。ただし，次

条の規定に基づいて本契約を終了させる場合は，この限りでない。 

 

 （不可抗力による解除） 

第４６条 不可抗力により，発注者若しくは受注者が本契約に定める義務の履行

ができなくなった場合又は本契約の履行のために過分の費用を要する場合で，

かつ，当該不可抗力の事由の発生から６０日以内に発注者及び受注者の協議に

より本契約が変更されない場合は，発注者又は受注者は，本契約を解除するこ

とができる。 

 

 （法令等の変更） 

第４７条 法令等の変更により本事業の委託内容を変更する必要がある場合に

は，受注者の求めに応じて，発注者は，必要な範囲内において，当該委託内容

を変更することができる。この場合において，当該委託内容の変更が費用の増

減を生じさせるときには，発注者及び受注者は，当該増加費用の負担及び支払

方法又は増減を反映した委託費の改定について，速やかに協議するものとす

る。 

２ 当該法令等の変更に係る変更後の法令等の施行日までに前項後段の規定によ

る協議が調わない場合には，法令等の変更により生じた合理的な増加費用及び

損害は，次の各号のいずれかに該当する場合には発注者が負担するものとし，

それ以外の法令等の変更によるものについては受注者が負担するものとする。

ただし，次条の規定に基づいて本契約を終了させる場合は，この限りでない。 

(1) 本施設及び本施設と類似のサービスを提供する施設の運営に関する事項を

直接的に規定することを目的とした法令等の変更（特措法等の改正を含

む）及び受注者の合理的努力によっても吸収できない資本的支出を伴う法

令等の変更 

(2) 消費税に関する法令の変更 

３ 前項の規定により発注者の負担を生じるべき場合において，１回の法令等の

変更に係る増加費用及び損害額が一事業年度当たり２０万円未満のときは，当

該増加費用及び損害は生じなかったものとみなす。 

４ 第２項の規定に基づいて発注者に増加費用の負担が生じたときには，委託費
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の改定により賄うものとし，その詳細は発注者及び受注者が協議して定める。 

 

 （法令等の変更による解除） 

第４８条 法令等の変更により，本事業の継続が不可能となったとき又は本事業

の継続に過分の費用を要するときで，かつ，当該法令等の変更から６０日以内

に当事者間の協議により本契約が変更されないときは，発注者又は受注者は，

本契約を解除することができる。 

 

第６章 契約終了 

 

 （契約期間） 

第４９条 本契約は，別段の定めがある場合を除き，運営期間の満了をもって終

了する。ただし，発注者及び受注者が別途合意する場合は，この限りでない。 

 

 （期間満了による終了） 

第５０条 受注者は，運営期間の満了により本契約が終了する場合には，発注者

が本施設が運営期間満了後も継続して１年間にわたり使用することに支障のな

い状態であることを確認するために，第三者機関による精密機能検査相当の検

査を，発注者の立会の下に実施するものとする。 

２ 発注者は，運営期間の満了により本契約が終了する場合は，入札説明書等に

定める性能に関する要求水準の満足を確認するため，本施設の機能確認及び性

能確認を実施するものとする。 

３ 前項の規定による機能確認及び性能確認に合格しないときは，本契約は終了

しないものとする。 

４ 受注者は，運営期間終了後１年の間に性能未達事態が生じた場合は，自己の

費用により改善又は補修等の当該処理性能未達事態の解消に向けた必要な措置

を講じるとともに，当該性能未達事態に起因して発注者に生じた損害（本件廃

棄物の代替施設への搬出及び当該代替施設における処理に係る費用等を含む

が，これらに限られない。）を賠償する義務を負うものとする。ただし，当該

性能未達事態が生じた原因が受注者の責めに帰すべき事由以外の事由によるこ

とを合理的な資料により受注者が説明し発注者が認めたときは，その限りでは

ない。 

５ 前項の対応を実施するため，受注者は，運営期間終了後１年間は解散しては

ならない。ただし，前項の対応を行う義務を発注者が認める者に引き受けさせ

たときはこの限りでない。 
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 （発注者による契約解除） 

第５１条 発注者は，受注者が，以下のいずれかに該当した場合は，受注者に対

する書面による通知により直ちに本契約を解除することができる。 

(1) 停止基準値未達状態に至った場合で，第２８条第２項に基づく対処をした

後，相当期間が経過しても事態が改善しないとき。 

(2) 本施設の運営業務に関する本契約上の義務に違反した場合で，違反の是正

を求める発注者の催告後相当の期間が経過しても当該義務違反が是正されな

いとき。 

(3) 破産手続開始，民事再生手続開始，会社更生手続開始，特別清算開始その

他法的倒産手続の開始の申立てをしたとき。 

(4) 本契約の履行に当たって法令の規定により必要となる許可又は認可等を失

ったとき。 

(5) 受注者の責めに帰すべき事由により本契約の履行が不能となったとき。 

(6) 受注者がその責めに帰すべき事由により本契約上の受注者の義務を履行せ

ず（第１号から前号までに掲げる場合を除く。），発注者が６０日以上の当

該不履行を解消するのに合理的に必要な期間を設けて催告を行ったにもかか

わらず，当該不履行が解消されないとき。 

 

 （性能未達時における解除） 

第５２条 運営開始日以後に性能未達事態が生じた場合（前条第１号に掲げる場

合は除く。）において，６か月以上にわたり当該性能未達事態が解消されない

と発注者が判断するときは，発注者は受注者に対する書面による通知により，

本契約を解除することができる。ただし，性能未達事態が生じた原因が，受注

者の責めに帰すべき事由以外の事由に基づく場合は,この限りではない。 

 

 （契約解除に伴う違約金） 

第５３条 前条の規定に基づき本契約が解除された場合は，受注者は発注者に対

し委託費の年額（固定費と変動費の総額とし，消費税及び地方消費税の額を加

えた金額。変動費は計画搬入量に基づき算出する。）に相当する違約金を支払

うものとする。 

２ 前項の定めは，前２条の規定による本契約の解除により発注者に同項に定め

る違約金の額を超える損害が生じた場合に，発注者が受注者に対して当該超過

実損害額の賠償を請求することを妨げない。ただし，受注者に故意又は重過失

ある場合を除き，発注者は受注者に対し，責任限度額を超えて，かかる損害賠

償請求権を行使しないものとする。 
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 （受注者による契約解除） 

第５４条 受注者は，次のいずれかの事由に該当する場合は，発注者に対する書

面による通知により直ちに本契約を解除することができる。 

(1) 発注者が，委託費の支払いを６か月以上遅延したとき。 

(2) 発注者の責めに帰すべき事由により，本件業務の遂行が不可能となったと

き。 

(3) 発注者が，その責めに帰すべき事由により，本契約上の発注者の義務を履

行せず（前２号に掲げる場合を除く。），受注者が６０日以上の当該不履行

を解消するのに合理的に必要な期間を設けて催告を行ったにもかかわらず，

当該不履行が解消されないとき。 

 

 （契約終了時の引継ぎ） 

第５５条 本契約が運営期間の満了により終了する場合又は発注者若しくは受注

者の解除により終了した場合は，受注者は，本契約が運営期間の満了により終

了する場合にあっては運営期間満了までに，発注者若しくは受注者の解除によ

り終了した場合にあっては発注者の要求があり次第，発注者の指定する本契約

終了後の本施設の運営事業者（以下「終了後運営事業者」という。）に対し，

本施設の運営維持管理に必要な従事者の訓練，申し送り事項の説明，事業実施

計画書等の情報の提供及び本件業務に関連して受注者が作成した本施設の運営

維持管理に必要な成果物の引渡し等の必要な引継ぎ業務を実施するものとす

る。この場合において，発注者は，終了後運営事業者が入札説明書等に定める

性能及び環境に関する要求水準を満たすことができるよう，受注者に対し適切

な対応を求めることができるものとする。 

 

 （解除の効力等） 

第５６条 本契約に定める解除は，将来に向かってその効力を生じるものとす

る。 

２ 前項の規定にかかわらず，第１７条（廃棄物の受入）第３項，第２０条（焼

却灰等の取扱い）第２項，第２８条（性能未達時の対応）第６項，第２９条

（性能未達期間中に生じる費用の負担），第３６条（支払方法）第２項，第３

９条（損害賠償），第４０条（責任限度），第４１条（契約保証金等）第５

項，第４３条（不可抗力による損傷），第５３条（契約解除に伴う違約金），

前条，次条，第６２条（秘密保持）及び第６５条（管轄裁判所）の規定並びに

その性質上本契約の終了後も効力を有することが明らかな規定については，本

契約が運営期間の満了又は解除により終了した場合であっても，将来にわたり

効力を有するものとする。 
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第７章 知的財産権 

 

 （成果物の著作権） 

第５７条 本契約に基づき，受注者が発注者に対して提供した図面等の成果物

（事業実施計画書，運営マニュアル及び維持管理データを含む。以下本条にお

いて同じ。）の著作権及びその他の知的財産権は，すべて受注者に属する。 

２ 発注者が，受注者の作成した成果物を第三者に開示又は公開する場合は，本

契約に別段の定めがあるとき，法令に基づくとき又は発注者の議会に提出する

ときを除き，事前に受注者の書面による承認を得なければならない。この場合

において，受注者は，正当な理由なく，かかる承認を留保，拒絶又は遅延をし

てはならない。 

３ 本契約終了の際には，受注者は，受注者が発注者に対して提供した本施設の

運営に必要な成果物について，発注者が本施設の運転，点検・補修等，改造・

改良又は解体を目的とする場合に限り，利用（複製，頒布，展示，改変，翻案

を含むがこれに限られない。）できるように必要な措置を講じるものとする。

この場合において，受注者が発注者に対して提供していない書面等で本施設の

運営に必要な成果物がある場合は，受注者は，かかる成果物を発注者に交付

し，発注者がかかる書面を本施設の運転，点検・補修等，改造・改良又は解体

を検討する場合に限り利用できるように，発注者が必要と認める措置を講じる

ものとする。 

 

（ライセンス料） 

第５８条 受注者は，委託費が前条の成果物の発注者の利用に係る権限の付与等

に対する対価（ライセンス料）を含むものであることを確認する。 

 

第８章 会計 

 

（計算書類の提出） 

第５９条 受注者は，本契約の終了に至るまで，各事業年度の最終日より３か月

以内に，会社法（平成１７年法律第８６号）第４３５条第２項の計算書類及び

その附属明細書に公認会計士又は監査法人（以下「会計監査人」という。）の

監査報告（同法第４３６条第２項第１号による計算書類及びその附属明細書に

ついての会計監査人による監査に基づく同法第３９６条第１項の会計監査報

告。ただし，受注者の代表企業の会計監査人である公認会計士又は監査法人

が，同法第３９６条第１項の会計監査人による監査に準じて受注者の会計監査
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を行う場合は，当該公認会計士又は監査法人による会計監査報告書をいう。）

を添付し，発注者に提出しなければならない。 

 

第９章 雑則 

 
（契約書類） 

第６０条 本契約は，次項に記載される別紙並びに本契約の変更契約と一体をな

す一個の契約を構成するものとし，本契約に基づき発注者及び受注者が協議し

て定めた本契約の細則事項にかかる協定，覚書等の合意事項を含むものとす

る。 

２ この契約には，別紙１（用語の定義）から別紙４（個人情報の取扱い）まで

が添付されるものとする。 

 

（本契約以外の規定の適用関係） 

第６１条 本契約等に齟齬がある場合，本契約，基本契約，要求水準書（質疑回

答を含む），入札説明書（質疑回答を含む），提案書類の順にその解釈が優先

するものとする。 

 

 （秘密保持） 

第６２条 本契約の各当事者は，本契約に関連して他の当事者（以下本条におい

て「相手方」という。）から秘密情報として受領した情報を秘密として保持

し，かつ責任をもって管理し，本契約の履行以外の目的でかかる秘密情報を使

用してはならず，本契約に別段の定めがある場合を除いては，相手方の事前の

承諾なしに第三者に開示してはならない。 

２ 次の情報は，前項の秘密情報に含まれないものとする。 

 (1) 開示のときに公知である情報 

 (2) 相手方から開示されるよりも前に自ら正当に保持していたことを証明でき

る情報 

 (3) 相手方に対する開示の後に，本契約の当事者のいずれの責めにも帰すこと

のできない事由により公知となった情報 

 (4) 本契約の各当事者が，この契約に基づく秘密保持義務の対象としないこと

を書面により合意した情報 

３ 第１項の定めにかかわらず，本契約の各当事者は，以下に掲げる場合は相手

方の承諾を要することなく，相手方に対する事前の通知を行うことにより，秘

密情報を開示することができる。ただし，相手方に対する事前の通知を行うこ

とが，権限ある関係当局による犯罪捜査等へ支障を来たす場合は，かかる事前
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の通知を行うことを要さない。 

 (1) 弁護士，公認会計士，税理士，公務員等の法令上の守秘義務を負担する者

に開示する場合 

 (2) 法令（柏市個人情報の保護に関する法律施行条例を含む。）に従い開示が

要求される場合 

 (3) 権限ある官公署の命令に従う場合 

 (4) 本契約の各当事者が，発注者と守秘義務契約を締結したアドバイザー，及

び自らと守秘義務契約を締結した受注者の下請企業に開示する場合 

 (5) 発注者が本事業に係る業務を受注者以外の第三者に委託する場合の当該第

三者に開示する場合又はかかる第三者を選定する手続において特定又は不特

定の者に開示する場合 

 

 （本契約の譲渡） 

第６３条 受注者は，発注者の承諾がある場合を除き，本契約上の当事者として

の地位又は権利義務の譲渡をすることはできないものとする。受注者からの申

し出があった場合は，発注者は，適用のある地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）等の関連法令に従って承諾の可否を判断するものとする。 

 

 （準拠法及び使用言語） 

第６４条 本契約は日本国の法令に準拠するものとし，日本国の法令に従って解

釈する。また，本契約の履行に関して当事者間で用いる言語は日本語とする。 

 

 （管轄裁判所） 

第６５条 本契約にかかる訴訟については，千葉地方裁判所松戸支部を第一審の

専属的合意管轄裁判所とする。 

 

 （見出し） 

第６６条 本契約における各条項の見出しは参照の便宜のためのものであり，本

契約の条項の解釈に影響を与えないものとする。 

 

 （書面による請求等） 

第６７条 本契約に定める請求，通知，報告，申出，承諾，合意，同意及び解除

は，書面により行わなければならない。 

２ 本契約の変更は，書面にて行われるものとする。 
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 （通貨） 

第６８条 本契約に定める金銭の支払に用いる通貨は，日本円とする。 

 

 （期間の計算） 

第６９条 本契約における期間の定めについては，特に定めのないときには，民

法（明治２９年法律第８９号）及び商法（明治３２年法律第４８号）の定める

ところによるものとする。 

 

 （発注者及び受注者の協議等） 

第７０条 本契約に関する紛争又は本契約に定めのない事項については，発注者

及び受注者は協議の上その解決に当たるものとする。 
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別紙１ 用語の定義 

 

用語の定義 

 

１ 「委託費」とは，別紙３（委託費）に定める意義を有するものをいう。 

２ 「運営期間」とは，令和９年４月１日から令和２４年３月３１日までをい

う。 

３ 「営業日」とは，柏市休日条例（平成元年柏市条例第３号）に定める市の

休日以外の日をいう。 

４ 「基本契約」とは，発注者と受注者との間で令和５年●月●日に締結され

た柏市清掃工場基幹的設備改良工事及び運営事業に関する基本契約をい

う。 

５ 「許可業者」とは，廃掃法第７条第１項の規定により，発注者の許可を受

け本施設に可燃ごみを搬入する者をいう。 

６ 「許認可等」とは，行政機関からの又は行政機関に対する承諾，承認，認

可，許可，許諾，登録，届出又は報告をいう。 

７ 「計画性状」とは，要求水準書に示す一般廃棄物の性状をいう。 

８ 「工事請負契約」とは，発注者と工事請負事業者の間で締結される本施設

の基幹的設備改良工事に係る建設工事請負契約（仮契約を含む。）をい

う。 

９ 「工事請負事業者」とは，工事請負契約に基づき，単独又は特定建設工事

共同企業体により本施設の設計・施工業務を行う事業者をいう。 

１０ 「工事運営期間」とは，基幹的設備改良工事を行いながら運営を行う期

間をいい，令和６年４月１日から令和９年３月３１日までをいう。 

１１ 「構成員」とは，構成企業のうち，特別目的会社に出資する企業をい

う。 

１２ 「構成企業」とは，市と基本契約を締結した企業をいう。 

１３ 「固定費」とは，別紙３（委託費）に定める意義を有するものをいう。 

１４ 「事業準備期間」とは,契約締結日から令和６年３月３１日までをいう。 

１５ 「事業年度」とは，各年の４月１日から翌年の３月３１日までをいう。 

１６ 「処理対象物」とは，本件廃棄物のうち，処理困難物を除いたものをい

う。 

１７ 「統括責任者」とは，要求水準書に規定する，統括マネジメント業務と

して基幹的設備改良工事及び運転・維持管理業務を統括する者をいう。 

１８ 「提案書類」とは，本事業の入札において，落札者が入札時に提出した

技術提案書，非価格要素提案書，事業計画書及び入札書等の書類一式（た
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だし，その後に市の同意を得てこれらの書類が変更された場合は当該変更

後の書類）をいう。 

１９ 「停止基準値」とは，公害防止条件のうち，１項目でも超過した場合に

施設の稼働を即時に停止する必要がある排出ガス基準値をいう。 

２０ 「入札説明書」とは，発注者が，令和５年４月１８日に公表した柏市清

掃工場基幹的設備改良工事及び運営事業入札説明書をいう。 

２１ 「入札説明書等」とは，入札説明書のほか，発注者が公表又は開示した

要求水準書，基本協定書案，基本契約書案，工事請負契約書案，運営業務

委託契約書案，様式集，参考資料をいう。 

２２ 「柏寿荘」とは，柏市船戸山高野５３５に所在し，発注者が運営する老

人福祉センターをいう。 

２３ 「変動費」とは，別紙３（委託費）に定める意義を有するものをいう。 

２４ 「法令」とは，法律・政令・省令・条例・規則，通達・行政指導・ガイ

ドライン，裁判所の判決・決定・命令・仲裁判断，その他公的機関の定め

る一切の規定・判断・措置等をいう。 

２５ 「法令等」とは，法令及び発注者と住民との間で締結した協定書等をい

う。 

２６ 「補修計画書」とは，本施設の補修等に係る計画を定めた書類をいう。 

２７ 「補修等」とは，劣化した機器等を実用上支障のない状態まで回復させ

る補修，及び劣化した機器等を原状（初期の水準）まで回復させる修繕等

を総称していう。 

２８ 「本契約等」とは，本契約，入札説明書等，基本契約書，工事請負契約

書，提案書類をいう。 

２９ 「本件業務」とは，本施設の統括マネジメント業務，受付，運転，ユー

ティリティの確保，日常点検，定期点検，部品等の調達及び補修等並びに

これらに付随し関連する一切の業務をいう。 

３０ 「本施設」とは，柏市清掃工場を構成する施設を個別に又は総称してい

い，ごみ焼却施設，粗大ごみ処理施設，その他の敷地内の外構設備等を含

む施設全般により構成される。 

３１ 「要監視基準値」とは，本施設の環境管理上の計画目標値として受注者

の提案に基づいて柏市が定める基準値をいう。 

３２ その他のこの契約において定義されていない用語の意義は，入札説明書

等に記載の例又は社会通念上の用語の意義に従う。 
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別紙２ リスクマネジメント 

 

リスクマネジメント 

 

１ 要監視基準値の遵守 

市は，環境への負荷を軽減するために，排ガスの要監視基準値を設ける。

受託者は，自ら実施した環境計測又は市の測定結果において，排出ガスの条

件が，要求水準書に規定する要監視基準値を上回った場合は，以下の（ア）

から（キ）までの手続きにおいて平常運転状態への復帰を図るものとする。 

（ア） 要監視基準値を逸脱した原因と責任の究明 

（イ） 追加計測結果等を踏まえた，受託者による改善計画の提案 

（ウ） 改善作業への着手 

（エ） 改善作業の完了確認 

（オ） 通常運転の再開 

（カ） 運転データの確認 

（キ） 要監視基準値の逸脱状態から平常運転状態への復帰 

なお，市による改善計画の確認，本施設の改善作業の完了の確認等に際

し，市は専門的な知見を有する有識者等に助言を求めることができるもの

とする。 

 

２ 運転の即時停止 

受託者は，自ら実施した環境計測又は市の測定結果において，要求水準書

に規定する公害防止条件を１項目でも上回った場合は，速やかに本施設の運

転を停止した上で，以下の（ア）から（キ）までの手続きにおいて本施設の

運転再開を行うものとする。 

（ア） 停止基準に至った原因と責任の究明 

（イ） 受託者による本施設の復旧計画の提案 

（ウ） 復旧作業への着手 

（エ） 復旧作業の完了確認 

（オ） 復旧のための試運転の開始 

（カ） 運転データの確認 

（キ） 本施設の運転再開 

なお，市による復旧計画の確認，本施設の復旧作業の完了の確認等に際

し，市は専門的な知見を有する有識者等に助言を求めることができるもの

とする。 
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別紙３ 委託費 

 

委託費 

 

１ 委託費の構成と算出方法 

発注者から受注者に支払う委託費は，固定費と変動費の合算として算出す

る。 

固定費は，委託費のうち，本件廃棄物の搬入量にかかわらず，本施設の運

営に伴って一定の費用が生じる固定的な経費をもとに算出するものとする。

変動費は，委託費のうち，本件廃棄物の搬入量（当該搬入量のうち本施設に

おいて処理を行っていないものを除く。以下同じ。）に応じて必要とする費

用が変動する経費をもとに算出するものとする。 

このことにより，委託費は，次式により算出するものとする。 

(委託費)＝(固定費)＋(変動費) 

(変動費)＝(変動費原単位)×(本件廃棄物の搬入量) 

この場合において，各費用の内容は次のとおりとする。 

(委託費)(円)     ：発注者から受注者に支払う委託費 

(固定費)(円)     ：本件廃棄物の搬入量に関係なく支払う固定的な 

    経費 

(変動費)(円)     ：本件廃棄物の搬入量に応じて支払う変動的な経 

    費 

(変動費原単位)(円／t)：本件廃棄物の搬入量，１ｔ当たりの変動的な経 

費原単位 

 

(1) 固定費には，次の費用が含まれるものとする。 

・ ● 

（例）運転経費のうち電気料金（基本料金），日常点検，定期点

検，部品等の調達，及び補修等（特定部品の調達を含む。），保険

料等，その他固定的な経費 

(2) 変動費には，次の費用が含まれるものとする。 

・ ● 

（例）運転経費のうち，電気料金（従量料金），ユーティリティ費

（ガス，水道等），副資材費等，その他変動的な経費 

 

委託費を構成する固定費及び変動費は，(1)及び(2)の考え方に基づき，受

注者が入札時に提出した事業計画書における金額及びその計算根拠をもと
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に，具体的な数値を決定するものとする。 

 

２ 委託費の支払方法 

(1) 受注者は，当該年度の固定費を１２分の１にした金額及び毎月末までに

本施設に搬入された本件廃棄物の搬入量に当該年度の変動費原単位を乗

じて得られた金額（１円未満切捨て。以下「各月分委託費」という。）を

当該翌月７日までに月次の報告書と併せて発注者に通知するものとする。  

(2) (1)の通知に対して１０日以内に，発注者は業務の完了を確認するための

検査を完了し，結果を受注者に通知するものとする。受注者は検査に合

格したときは，当該金額の請求書を発注者に提出するものとする。 

(3) 発注者は，受注者からの委託費に関する請求書を受領後，政府契約の支

払遅延防止等に関する法律第６条第１項に規定する期限に準じて，各月

分委託費を受注者の指定した銀行口座に入金するものとする。 

(4) (1)の通知に対して１０日以内に発注者より異議の申出がなされた場合

は，各月分委託費の金額について，発注者及び受注者において協議を行

い，精算をするものとする。 

(5) 各月分委託費の固定費は，支払対象期間が１か月に満たない場合は，日

割計算にて支払うものとする。 

３ 委託費の見直し 

(1) 物価上昇率，為替変動等の変動可能性のある経済要素については，原

則，次の考え方に従い，委託費へ反映させるものとする。 

① 変動要素の見直しは，毎年１０月に行う。 

② 変動要素の見直しに関して，固定費及び変動費原単位のそれぞれごと

に±３.０％の許容範囲を置く。許容範囲については，初回は初期値に

対して，以降は固定費及び変動費原単位のそれぞれの直近の見直し後

の数値に対して適用する。 

③ 変動要素の見直し時点から，実際の委託費が支払われる時期までに大

幅に乖離が生じた場合，発注者と受注者は協議により変動要素の見直

しをすることができるものとする。 

④ 見直しに係る評価指標（以下「インデックス」という。）は消費税を

除く国内企業物価指数（総平均）を基に行うものとし，当該年度の指

数を基に，上記の各項目等について補正を行い，翌年度の委託費（固

定費及び変動費）を算出する。なお，受注者により合理的に説明され

るインデックスを提示した場合は，この限りではないものとする。 

(2) 固定費，変動費原単位について，(1)による委託費の見直し以外の見直

しが必要と発注者が認めた場合は，発注者及び受注者は協議できるもの
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とする。 
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別紙４ 個人情報の取扱い 

 

個人情報取扱特記事項 

 （基本的事項） 

第１条 受注者は，個人情報の保護の重要性を認識し，この契約による事務を処

理するための個人情報の取扱いに当たっては，個人の権利利益を侵害するこ

とのないよう，個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

 （秘密の保持） 

第２条 受注者は，この契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに

他人に知らせ，又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了し，又

は解除された後においても同様とする。 

 （使用する者への周知） 

第３条 受注者は，その使用する者に対し，在職中及び退職後においてもこの契

約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ，又は不当

な目的に使用してはならないことなど，個人情報の保護に関して必要な事項

を周知しなければならない。 

２ 受注者は，その使用する者に対し，個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５７号）で規定する罰則の内容を周知しなければならない。 

 （適正な管理） 

第４条 受注者は，この契約による事務に係る個人情報の漏えい，滅失，改ざん

及びき損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じる

とともに，個人情報を適正に管理させるために，個人情報管理責任者を置く等

責任体制を明確にしなければならない。 

 （収集の制限） 

第５条 受注者は，この契約による事務を処理するために個人情報を収集する

ときは，当該事務を処理するために必要な範囲内で，適正かつ公正な手段によ

り収集しなければならない。 

 （使用等の禁止） 

第６条 受注者は，発注者の指示又は承諾があるときを除き，この契約による事

務に関して知り得た個人情報を当該事務を処理するため以外に使用し，又は

第三者に引き渡してはならない。 

 （複写等の禁止） 

第７条 受注者は，発注者の指示又は承諾があるときを除き，この契約による事

務を処理するために発注者から貸与された個人情報が記録された資料等を複

写し，又は複製してはならない。 
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  （再委託の禁止） 

第８条 受注者は，この契約による事務を処理するための個人情報を自ら取り

扱うものとし，発注者の承諾があるときを除き，第三者に取り扱わせてはなら

ない。 

 （資料等の返還等） 

第９条 受注者は，この契約による事務を処理するために発注者から貸与され，

又は受注者が収集し，若しくは作成した個人情報が記録された資料等を，この

契約の終了後直ちに発注者に返還し，又は引き渡すものとする。ただし，発注

者が別に指示したときは，当該方法によるものとする。 

 （事故発生時における報告） 

第１０条 受注者は，この個人情報取扱特記事項に違反する事態が生じ，又は生

ずるおそれがあることを知ったときは，速やかに発注者に報告し，発注者の指

示に従うものとする。この契約が終了し，又は解除された後においても同様と

する。 

 （検査等の実施） 

第１１条 発注者は，受注者がこの契約による事務を処理するに当たっての個

人情報の取扱状況について必要があると認めるときは，受注者に対し報告を

求め又は検査することができるものとする。 

２ 受注者は，発注者から前項の指示があったときは，速やかにこれに従わなけ

ればならない。 

 （契約の解除及び損害賠償） 

第１２条 発注者は，受注者がこの個人情報取扱特記事項に違反していると認

めたときは，契約の解除及び損害賠償の請求をすることができるものとする。 

 

 

 


